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岩国市建設工事特別簡易型総合評価競争入札実施要領 

（趣旨） 

第１条 この要領は、岩国市が発注する建設工事（以下「工事」という。）に係る特別簡

易型総合評価競争入札（以下「特別簡易型総合評価方式」という。）の実施に関し必要

な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要領において「特別簡易型総合評価方式」とは、地方自治法施行令（昭和22

年政令第16号）第167条の10の２の規定に基づき、価格のほかに、同種工事の経験、工事

成績などの技術的な要素を総合的に評価し、岩国市にとって最も有利なものをもって申

込みをした者を落札者とする方式をいう。 

（適用対象工事） 

第３条 この要領は、次に掲げる工事に係る請負契約を締結しようとする場合に適用する。 

(１) 高度な技術を要さず、技術的な工夫の余地が小さい一般的な工事 

(２) 前号に掲げるもののほか、特別簡易型総合評価方式により落札者を決定すること

が適当と認められる工事 

２ 前項の適用に当たっては、あらかじめ岩国市建設工事競争入札等参加者選定審査会規

程（平成18年訓令第50号）第２条の規定により、岩国市建設工事競争入札等参加者選定

審査会の審査を経なければならない。 

（学識経験を有する者の意見の聴取） 

第４条 特別簡易型総合評価方式を実施する場合にあっては、次の各号に掲げる場合に応

じ、当該各号に定める内容について、あらかじめ学識経験を有する２人以上の者から意

見を聴かなければならない。 

(１) 落札者決定基準を定めようとする場合 

落札者決定基準を定めるに当たり留意すべき事項及び落札者決定基準に基づき落札

者を決定しようとするときに改めて意見を聴く必要性の有無 

(２) 落札者を決定しようとする場合 

前号の規定による意見の聴取において、改めて意見を聴く必要があるとの意見が述

べられた場合における当該落札者の決定の適否 

（入札参加者への周知） 

第５条 第３条の規定に基づき特別簡易型総合評価方式により発注しようとする場合は、

当該入札に参加を希望する者に対し、次の事項を周知するものとする。 

(１) 特別簡易型総合評価方式であること。 



(２) 当該特別簡易型総合評価方式に係る落札者決定基準等 

(３) 提出を求める総合評価に係る資料の内容及び提出日等必要事項 

(４) 資料作成説明会の有無 

(５) 虚偽資料の提出に対する措置 

(６) 指定期日までに総合評価に係る資料を提出しない者の入札書は無効とすること。 

（総合評価に係る資料の提出） 

第６条 入札参加希望者は、入札公告に定める期日までに、総合評価に係る資料を提出す

るものとする。 

２ 前項の規定により提出された総合評価に係る資料は返却しないものとし、提出された

総合評価に係る資料の訂正又は差替えは、認めないものとする。 

（入札） 

第７条 入札執行者は、入札後「落札保留」を宣言し、次の事項を告知し、入札を終了す

るものとする。 

(１) 必要に応じ総合評価審査委員会の意見を聴取し、落札者を決定すること。 

(２) 落札者の決定後、速やかに入札者全員に通知すること。 

(３) 総合評価に係る資料を前条第１項の規定により定められた期日までに提出しない

者の入札書は、無効とすること。 

（落札者決定基準） 

第８条 落札者決定基準については、評価基準、評価の方法、落札者の決定方法及びその

他必要な基準を定めるものとする。 

（評価基準） 

第９条 前条の評価基準は別表のとおりとし、当該評価基準の技術力等に係る評価項目及

び加算点の算定は次のとおりとする。 

(１) 評価項目 

評価項目は、企業の技術的能力、配置予定技術者の技術力等とし、工事の目的・内

容により必要となる技術的要件に応じて設定するものとする。 

(２) 加算点の算定 

各評価項目に対する加算点の得点配分は、必要度又は重要度に応じて定めるものと

し、評価項目ごとの得点の合計により、加算点を算定するものとする。 

（評価の方法） 

第10条 価格及び技術力等に係る総合評価は、標準点（100点）に前条の加算点を加算した

点数（以下「技術評価点」という。）を当該入札者の入札価格で除して得られた数値（以

下「評価値」という。）をもって行う。 

技術評価点＝標準点＋加算点 

評価値＝技術評価点／入札価格 

（落札者の決定方法） 

第11条 入札担当課は、落札者を決定しようとするときは、次の各号いずれにも該当する

入札者のうち、評価値の最も高い者を落札者とする。 

(１) 入札価格が予定価格の制限の範囲内であること。 

(２) 低入札価格調査において不落札とならないこと。 



２ 評価値の最も高い者が２人以上あるときは、当該者にくじを引かせて落札者を決定す

るものとする。 

３ 前項の場合において、当該入札者のうちでくじを引かない者があるときは、当該くじ

引きを辞退したものとみなし、辞退した入札者に代わり、当該入札事務に関係のない職

員にくじを引かせるものとする。 

（総合評価に係る資料の審査） 

第12条 総合評価に係る資料の審査は、入札担当課において行うものとする。 

２ 総合評価に係る資料の審査に当たっては、評価項目への対応、施工の確実性等を評価

するとともに、記載事項の確認を行うものとする。 

（入札結果の公表） 

第13条 入札担当課は、総合評価に係る資料の評価結果、入札価格及び評価値について公

表するものとする。 

（施工の担保及び虚偽資料の提出に対する措置） 

第14条 当該入札に係る工事については、提出資料の内容に沿った施工を行わせるものと

し、資料の内容が不履行の場合には、受発注者間において責任の所在を協議し、当該資

料の内容の不履行の原因が受注者の責めに帰すべき理由による場合には、再度施工を行

わせるものとする。ただし、再度施工することが困難であるとき、又は合理的ではない

と判断したときは、不誠実な行為として取り扱うものとする。 

２ 前項の場合において、工事成績評定の減点対象とし、評価点の範囲内で評価項目ごと

の得点に応じた工事成績評定点を減点するものとし、総合評価に係る資料に虚偽の記載

があったことが、契約後に判明した場合においても同様の措置とする。 

３ 前項の措置の内容については、岩国市建設工事競争入札等参加者選定審査会の議決を

経て決定するものとする。 

（総合評価に係る資料の作成費用） 

第15条 入札参加者が総合評価に係る資料の作成に要する費用は、入札参加者の負担とす

る。 

（その他） 

第16条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この要領は、平成20年10月１日から施行する。 

附 則（平成24年４月１日） 

この要領は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年４月１日要領第３号） 

この要領は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年４月１日要領第７号） 

この要領は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年４月１日要領第19号） 

この要領は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年４月１日要領第 号） 

この要領は、令和６年４月１日から施行する。 



 

別表（第９条関係） 

特別簡易型総合評価競争入札における評価項目及び評価点 

評価項目 細目 評価基準 評価点 

企業の技

術的能力 

過去８年間の同種工事

の施工実績の有無 

施工実績あり ２ 

施工実績なし ０ 

過去２年間の岩国市発

注工事における工事成

績評定点の平均点 

ただし、前記期間に工事成

績評定点がない場合は、過

去４年間の平均点 

80点以上 ２ 

75点以上、80点未満 1.5 

70点以上、75点未満 １ 

65点以上、70点未満 0.5 

65点未満、又は実績なし ０ 

過去２年間の建設事故

の有無 

事故なし １ 

事故あり ０ 

ＩＳＯ９００１の取得

状況 

認証取得している １ 

認証取得していない ０ 

ＩＳＯ１４００１の取

得状況 

認証取得している １ 

認証取得していない ０ 

労働安全衛生マネジメ

ント等の取得状況 

認証取得している １ 

認証取得していない ０ 

配置技術

者の能力 

主任（監理）技術者の保

有する資格 

一級国家資格（例：土木施工管理技士、建設

機械施工技士等）、技術士、又はこれと同等

以上の資格を有している者 

若年技術者にあっては、二級国家資格（土木

施工管理技士、建設機械施工技士等）又はこ

れと同等以上の資格を有する者 

１ 

その他 ０ 

過去８年間の主任（監

理）技術者の同種工事施

工経験の有無 

主任（監理）技術者が同種工事の施工経

験を有している 
２ 

施工経験がない ０ 

過去１年間の継続学習

（ＣＰＤ）制度の取組状

況 

過去１年間に定められた取得単位を得て

おり継続教育の証明あり（各団体推奨単

位以上取得） 

１ 

取得していない、又は継続教育の証明な

し 
０ 

地域精通

度 

地理的条件（緊急時の施

工体制） 

岩国市内に過去３年以上継続して本店が

ある 
２ 

岩国市内に本店があるが継続して３年未満 

岩国市内に受任地となる支店又は営業所が
１ 

 



ある 

その他 ０ 

地域貢献

度 

過去１年間の地域活動

実績 

活動実績がある １ 

活動実績がない ０ 

市内産資材の購入又は、

市内取扱業者からの購

入 

指定資材の全量を市内産資材活用、又は指定

資材がない 
２ 

指定資材の全量を市内産資材活用は無いが、

指定資材の全量を市内取扱業者から購入 
１ 

その他 ０ 

市内業者の下請活用 

100万円以上の下請で市内業者を全て活用す

る場合又は、元請企業が市内業者で下請を活

用しない 

２ 

その他 ０ 

過去５年間の災害応急

活動 

活動実績がある １ 

活動実績がない ０ 

社会的貢

献度 

(1)  過去１年間の新規

雇用 (1)から(7)までの項目のうち３つ以上該

当がある 
２ 

(2)  市内在住の高齢者

の雇用 

(3) 市内在住の障害者

の雇用 (1)から(7)までの項目のうち１つ又は２

つ該当がある 
１ 

(4)  市内在住の女性の

雇用 

(5) 市内在住の若年者

の雇用 
(1)から(7)までの項目に該当がない ０ 

(6)  女性技術者の雇用 

(7)  若年技術者の雇用 

合計点 22 

 

 


